 （様式１）

令和　　年　　月　　日
総合評価一般競争入札参加申込書
沼津市長 　賴重　秀一　様
                              　　　　入札参加者の名称
（代表企業）
住　　　　所
商号又は名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
担当者名
電話番号
ＦＡＸ番号
電子メール
令和６年４月８日付けで公告のありました沼津市新中間処理施設整備運営事業に係る総合評価一般競争入札に参加する資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。
なお、この申請に際して、次の事項について誓約します。
· この申込書及び添付書類の記載内容については、事実と相違ないこと。
· （代表企業と各構成企業）は、「入札説明書４－１．入札参加者の備えるべき参加資格要件」に掲げる必要な資格を満たす者であること。
記
１．添付資料
（１）　構成企業一覧表（様式２）
（２）　委任状（様式３－１、様式３－２及び様式３－３）
（３）　同種工事の施工実績調書及び同種業務の履行実績調書（様式４）
（４）　建設工事共同企業体構成員一覧表（様式５－１、様式５－２）
（５）　設計業務共同企業体構成員一覧表（様式５－３）
（６）　運営管理業務共同企業体構成員一覧表（様式５－４）
（７）　前各号の添付書類
　注１　提出部数は１部とする
　注２　上記提出書類のうち、本件事業において不必要なものは抹消すること。
（様式２）

令和　　年　　月　　日
構成企業一覧表
	入札参加者の名称
	


	■代表企業（構成企業１）
	種別(□にチェック)

	商号又は名称
	
	☑プラント設計施工企業
☑建築物等設計企業
□建築物等施工企業１
□建築物等施工企業２
☑運営管理企業

	所在地
	
	

	代表者名
	
	

	資本構成　注１
	
	

	沼津市入札参加資格審査申請書受付番号
	
	

	特定建設業の許可
	清掃施設工事　【　有　・　無　】
	

	一級建築士事務所の登録
	【　有　・　無　】
	

	担当者
	氏名
	
	

	
	所属
	
	

	
	ＴＥＬ
	
	

	
	ＦＡＸ
	
	

	
	電子メール
	
	


	●構成企業２
	種別(□にチェック)

	商号又は名称
	
	□プラント設計施工企業
☑建築物等設計企業
☑建築物等施工企業１
□建築物等施工企業２
□運営管理企業

	所在地
	
	

	代表者名
	
	

	資本構成　注１
	
	

	沼津市入札参加資格審査申請書受付番号
	
	


	特定建設業の許可
	建築一式工事　【　有　・　無　】
	

	一級建築士事務所の登録
	【　有　・　無　】
	

	担当者
	氏名
	
	

	
	所属
	
	

	
	ＴＥＬ
	
	

	
	ＦＡＸ
	
	

	
	電子メール
	
	


注１　資本構成は、SPCを設置する予定がある場合に、SPC内での出資比率を記入すること。SPCに出資しない協力企業は、「協力企業」と記載してください。
注２　構成企業の記載欄については、本様式に準じて、追加又は削除してください。
	■構成企業３
	種別(□にチェック)

	商号又は名称
	
	□プラント設計施工企業
□建築物等設計企業
□建築物等施工企業１
☑建築物等施工企業２
□運営管理企業

	所在地
	
	

	代表者名
	
	

	資本構成　注１
	
	

	沼津市入札参加資格審査申請書受付番号
	
	

	特定建設業の許可
	建築一式工事　【　有　・　無　】
	

	沼津市建設工事競争入札参加資格
	建設一式【　有　・　無　】等級【　　　】
	

	担当者
	氏名
	
	

	
	所属
	
	

	
	ＴＥＬ
	
	

	
	ＦＡＸ
	
	

	
	電子メール
	
	


	■構成企業４
	種別(□にチェック)

	商号又は名称
	
	□プラント設計施工企業
☑建築物等設計企業
□建築物等施工企業１
□建築物等施工企業２
□運営管理企業

	所在地
	
	

	代表者名
	
	

	資本構成　注１
	
	

	沼津市入札参加資格審査申請書受付番号
	
	

	
	
	

	一級建築士事務所の登録
	【　有　・　無　】
	

	担当者
	氏名
	
	

	
	所属
	
	

	
	ＴＥＬ
	
	

	
	ＦＡＸ
	
	

	
	電子メール
	
	


注１　資本構成は、SPCを設置する予定がある場合に、SPC内での出資比率を記入してください。SPCに出資しない協力企業は、「協力企業」と記載してください。
注２　構成企業の記載欄については、本様式に準じて、追加又は削除してください。
	●構成企業５
	種別(□にチェック)

	商号又は名称
	
	□プラント設計施工企業
□建築物等設計企業
□建築物等施工企業１
□建築物等施工企業２
☑運営管理企業

	所在地
	
	

	代表者名
	
	

	資本構成　注１
	
	

	沼津市入札参加資格審査申請書受付番号
	
	

	担当者
	氏名
	
	

	
	所属
	
	

	
	ＴＥＬ
	
	

	
	ＦＡＸ
	
	

	
	電子メール
	
	


注１　資本構成は、SPCを設置する予定がある場合に、SPC内での出資比率を記入してください。SPCに出資しない協力企業は、「協力企業」と記載してください。
注２　構成企業の記載欄については、本様式に準じて、追加又は削除してください。
（様式３－１）
令和　　年　　月　　日
委　　任　　状
（代表企業への委任状）
沼津市長 　賴重　秀一　様
                              　　　　入札参加者の名称
（構成企業）
住　　　　所
商号又は名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
私は、下記の者を（入札参加者の名称）の代表企業とし、一般競争入札参加資格確認手続の申込書類の提出日から特定事業契約の締結日まで、「沼津市新中間処理施設整備運営事業」に関する沼津市との契約について、次の権限を委任します。
記
受任者（代表企業）
住　　　　所
商号又は名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
委任事項
１　総合評価一般競争入札参加資格確認手続の申込みに関すること
２　入札書類の提出に関すること
３　入札の辞退に関すること
４　契約の締結に関すること
５　復代理人の選任に関すること
（様式３－２）
令和　　年　　月　　日
委　　任　　状
（共同企業体の代表者への委任状）
沼津市長 　賴重　秀一　様
私儀、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
を代理人と定め、次の権限を委任します。
１　沼津市が発注する沼津市新中間処理施設整備運営事業に係る入札、契約の締結、発注者及び監督官庁と折衝する権限並びに委託料の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限
２　復代理人の選任に関する権限
共同企業体の名称
（構 成 員）
住　　　　所
商号又は名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
 （様式４）

令和　　年　　月　　日
同種工事の施工実績調書及び同種業務の履行実績調書
１.同種工事の設計及び施工実績

（実績１（プラント設計施工企業））
	工事名
	

	発注機関名
	
	施工場所
	

	契約金額
	千円　
	工期
	       年　　月～        年　　月

	受注形態等
	　　　　単体　・　共同企業体　（出資比率　　　　　％）

	工事カルテ・ＣＯＲＩＮＳ登録番号
	

	契約年月日
	
	竣工年月日
	

	施設の構成
	　ごみ焼却施設単体・ごみ焼却施設+マテリアルリサイクル推進施設の複合施設

	炉規模と構成
	　　　　ｔ／炉　×　　　炉
	処理方式
	

	施設名称
	

	設備の概要
	　当該施設における付属設備の概要について申告・記入してください。
項　　　　　目
回　　答　　欄
①ボイラの付属
〔　有・無　〕
②蒸気タービン発電機の付属
〔　有・無　〕
③高速回転破砕機の付属
　処理能力
〔　有・無　〕
〔　　　〕t/5h




１．入札参加資格を満たしているものを記入すること。
２．工事概要の分かる書類をあわせて提出すること（例：施工証明書又は契約書・図面）。
３．契約金額は、取引に係る消費税及び地方消費税を含めること。共同企業体の場合は、申込者の出資比率に応じて算出した金額を記入すること。
４．受注形態等、施設の構成、設備の概要は、該当する方を○で囲むこと。受注形態等において共同企業体の場合は、出資比率を記入し、協定書の写しをあわせて提出すること。
５．入札説明書4-1-3-1.の実績要件をごみ焼却施設分とリサイクル施設分で分割する場合は、必要に応じて表を追加すること。
（実績２（建築物等設計企業））
	工事名
	

	発注機関名
	
	施工場所
	

	契約金額
	千円　
	工期
	       年　　月～        年　　月

	受注形態等
	　　　　単体　・　共同企業体　（出資比率　　　　　％）

	工事カルテ・ＣＯＲＩＮＳ登録番号
	

	契約年月日
	
	竣工年月日
	

	炉規模と構成
	　　　　ｔ／炉　×　　　炉
	処理方式
	

	施設名称
	

	設備の概要
	　当該施設における付属設備の概要について申告・記入してください。
項　　　　　目
回　　答　　欄
①ボイラの付属
〔　有・無　〕
②蒸気タービン発電機の付属
〔　有・無　〕



１．入札参加資格を満たしているものを記入すること。
２．工事概要の分かる書類をあわせて提出すること（例：施工証明書又は契約書・図面）。
３．契約金額は、取引に係る消費税及び地方消費税を含めること。共同企業体の場合は、申込者の出資比率に応じて算出した金額を記入すること。
４．受注形態等、設備の概要は、該当する方を○で囲むこと。共同企業体の場合は、出資比率を記入し、協定書の写しをあわせて提出すること。
（実績３（建築物等施工企業１））
	工事名
	

	発注機関名
	
	施工場所
	

	契約金額
	千円　
	工期
	       年　　月～        年　　月

	受注形態等
	　　　　単体　・　共同企業体　（出資比率　　　　　％）

	工事カルテ・ＣＯＲＩＮＳ登録番号
	

	契約年月日
	
	竣工年月日
	

	炉規模と構成
	　　　　ｔ／炉　×　　　炉
	処理方式
	

	施設名称
	

	設備の概要
	　当該施設における付属設備の概要について申告・記入してください。
項　　　　　目
回　　答　　欄
①ボイラの付属
〔　有・無　〕
②蒸気タービン発電機の付属
〔　有・無　〕



１．入札参加資格を満たしているものを記入すること。
２．工事概要の分かる書類をあわせて提出すること（例：施工証明書又は契約書・図面）。
３．契約金額は、取引に係る消費税及び地方消費税を含めること。共同企業体の場合は、申込者の出資比率に応じて算出した金額を記入すること。
４．受注形態等は、該当する方を○で囲むこと。共同企業体の場合は、出資比率を記入し、協定書の写しをあわせて提出すること。
２.同種業務の履行実績（運営管理企業に必要な資格分）

（実績）
	業務名
	

	発注機関名
	
	業務場所
	

	契約金額
	千円　
	業務委託期間
	       年　　月～        年　　月

	業務遂行形態
	　

	契約年月日
	
	業務履行年数
	

	施設名称
	

	施設の概要
	（１）当該施設の概要について申告・記入してください。
施設の構成　〔焼却施設単体・焼却施設+マテリアルリサイクル推進施設の複合施設〕
処理方式　　　〔　　　　　　　　　　　　　　　〕
（２）当該施設の建設工事の概要について申告・記入してください。
工　事　名　　〔　　　　　　　　　　　　　　　〕
発注機関名　　〔　　　　　　　　　　　　　　　〕
工事受注者名　〔　　　　　　　　　　　　　　　〕
工　　　期　　〔　　　　　　　　　　　　　　　〕
（３）当該施設における付属設備の概要について申告・記入してください。
項　　　　　目
回　　答　　欄
①ボイラの付属
〔　有・無　〕
②蒸気タービン発電機の付属
〔　有・無　〕
③高速回転破砕機の付属
　処理能力
〔　有・無　〕
〔　　　〕t/5h



	業務の概要
	業務の概要について申告・記入してください。



１．入札参加資格を満たしているものを記入すること。
２．業務概要の分かる書類をあわせて提出すること（例：要求水準書や公になっている書面）。
３．契約金額は、取引に係る消費税及び地方消費税を含めること。
４．業務遂行形態は、ＤＢＯ方式、ＰＦＩ方式の別を記入すること。また、入札参加資格として指定する運営管理業務実績の業務遂行形態が分かる書類をあわせて提出すること（ＳＰＣの出資者と出資者構成、業務役割分担など）。
５．入札説明書4-1-3-4.の実績要件をごみ焼却施設分とリサイクル施設分で分割する場合は、必要に応じて表を追加すること。
 （様式５－１）
令和　　年　　月　　日
建設工事共同企業体構成員一覧表（共同施工方式）
沼津市長 　賴重　秀一　様
　このたび、貴市が発注する沼津市新中間処理施設整備運営事業の入札に参加したく、次のとおり共同企業体【入札説明書における分類：建設ＪＶ・土建ＪＶ・施工ＪＶ】を結成したのでお届けします。
 [分かり易い名称としてください]建設工事共同企業体の構成 

	【共同企業体代表者】

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者職氏名
	

	出 資 比 率
	

	【共同企業体構成員】

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者職氏名
	

	出 資 比 率
	

	【共同企業体構成員】

	商号又は名称
	 

	所在地
	 

	代表者職氏名
	 

	出 資 比 率
	

	【共同企業体構成員】

	商号又は名称
	 

	所在地
	 

	代表者職氏名
	 

	出 資 比 率
	

	【共同企業体構成員】

	商号又は名称
	 

	所在地
	 

	代表者職氏名
	 

	出 資 比 率
	


　
　　　　※１ 共同企業体協定書については、別途本市が指定した日までに提出すること。
（様式５－２）
令和　　年　　月　　日
建設工事共同企業体構成員一覧表（分担施工方式）
沼津市長 　賴重　秀一　様
　このたび、貴市が発注する沼津市新中間処理施設整備運営事業の入札に参加したく、次のとおり共同企業体【入札説明書における分類：建設ＪＶ・土建ＪＶ】を結成したのでお届けします。
 [分かり易い名称としてください]建設工事共同企業体の構成 

	【共同企業体代表者】

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者職氏名
	

	担 当 工 事
	

	【共同企業体構成員】

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者職氏名
	

	担 当 工 事
	

	【共同企業体構成員】

	商号又は名称
	 

	所在地
	 

	代表者職氏名
	 

	担 当 工 事
	


※１ 共同企業体協定書については、別途本市が指定した日までに提出すること。
（様式５－３）

令和　　年　　月　　日
設計業務共同企業体構成員一覧表（共同履行方式）
沼津市長 　賴重　秀一　様
　このたび、貴市が発注する沼津市新中間処理施設整備運営事業の入札に参加したく、次のとおり共同企業体【設計ＪＶ】を結成したのでお届けします。
 [分かり易い名称としてください]設計業務共同企業体の構成 

	【共同企業体代表者】

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者職氏名
	

	出 資 比 率
	

	【共同企業体構成員】

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者職氏名
	

	出 資 比 率
	


※１ 共同企業体協定書については、別途本市が指定した日までに提出すること。
（様式５－４）
令和　　年　　月　　日
運営管理業務共同企業体構成員一覧表（共同管理方式）
沼津市長 　賴重　秀一　様
　このたび、貴市が発注する沼津市新中間処理施設整備運営事業の入札に参加したく、次のとおり共同企業体【運営ＪＶ】を結成したのでお届けします。
 [分かり易い名称としてください]運営管理業務共同企業体の構成 

	【共同企業体代表者】

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者職氏名
	

	出 資 比 率
	

	【共同企業体構成員】

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者職氏名
	

	出 資 比 率
	


※１ 共同企業体協定書については、別途本市が指定した日までに提出すること。
（様式５－５）
建設工事共同企業体協定書（共同施工方式）
（目的）
第1条　当共同企業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。
(1)　沼津市の発注に係る沼津市新中間処理施設整備運営事業における「沼津市新中間処理施設建設工事」（当該工事内容の変更に伴う工事を含む。以下「建設工事」という。）の請負
(2)　前号に付帯する事業
（名称）
第２条　当共同企業体は、〇〇・△△建設工事共同企業体（以下｢企業体｣という。）と称する。
（事務所の所在地）
第３条　当企業体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当企業体は、令和〇〇年〇〇月〇〇日に成立し、建設工事の請負契約の履行後３か月を経過するまでの間は解散することができない。
２　建設工事を請け負うことができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかかわらず、当該建設工事に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。
（構成員の所在地及び商号）
第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。
(所在地)
(商　号)
(所在地)
(商　号)
（代表者の名称）
第６条　当企業体は、○○会社を代表者とする。
（代表者の権限）
第７条　当企業体の代表者は、建設工事の施工に関し、当企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに請負代金（前払金及び部分払金を含む。）の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（構成員の出資の割合等）
第８条　各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該建設工事について発注者との間に契約内容の変更増減があっても、構成員の出資の割合は変わらないものとする。
○○会社　〇〇％
△△会社　〇〇％
２　金銭以外のものによる出資については、時価を参しゃくの上構成員が協議して評価するものとする。
（運営委員会）
第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに工事の施工の基本に関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他の当企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、建設工事の完成に当たるものとする。
（構成員の責任）
第１０条　各構成員は、建設工事の請負契約の履行及び下請契約その他の建設工事の実施に伴い当企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
（取引金融機関）
第１１条　当企業体の取引金融機関は、〇〇銀行〇〇支店とし、共同企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。
（決算）
第１２条　当企業体は、工事竣工の都度、当該工事について決算するものとする。
（利益金の配当の割合）
第１３条　決算の結果、利益金を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成員に利益金を配当するものとする。
（欠損金の負担の割合）
第１４条　決算の結果、欠損金を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成員が欠損金を負担するものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第１５条　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。
（工事途中における構成員の脱退に対する措置）
第１６条　構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ、当企業体が建設工事を完成する日までは脱退することができない。
２　構成員のうち工事途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存構成員が共同連帯して建設工事を完成する。
３　第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資の割合は、脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成員が有している出資の割合により分割し、これを第８条に規定する出資の割合に加えた割合とする。
４　脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。
５　決算の結果利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。
（構成員の除名）
第１６条の２　当企業体は、構成員のうちいずれかが、工事途中において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成員全員及び発注者の承認により当該構成員を除名することができるものとする。
２　前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。
３　第１項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項から第５項までを準用するものとする。
（工事途中における構成員の破産又は解散に対する措置）
第１７条　構成員のうちいずれかが工事途中において破産又は解散した場合においては、第１６条第２項から第５項までの規定を準用する。
（解散後の契約不適合責任）
第１８条　当企業体が解散した後においても、当該工事につき引き渡された工事目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないものであるときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。
（協定書に定めのない事項）
第１９条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。
○○会社（代表会社名）他〇社は、上記のとおり〇〇・△△建設工事共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書〇通を作成し、各通に構成員が記名押印し、１通は発注者に提出し、他は各自所持するものとする。
　　　令和　　年　　月　　日
所 在 地
商　　号
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
所 在 地
商　　号
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
（様式５－６）
建設工事共同企業体協定書（分担施工方式）
（目的）
第1条　当共同企業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。
(1)　沼津市の発注に係る沼津市新中間処理施設整備運営事業における「沼津市新中間処理施設建設工事」（当該工事内容の変更に伴う工事を含む。以下「建設工事」という。）の請負
(2)　前号に付帯する事業
（名称）
第２条　当共同企業体は、〇〇・△△建設工事共同企業体（以下｢企業体｣という。）と称する。
（事務所の所在地）
第３条　当企業体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当企業体は、令和〇〇年〇〇月〇〇日に成立し、建設工事の請負契約の履行後３か月を経過するまでの間は解散することができない。
２　建設工事を請け負うことができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかかわらず、当該建設工事に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。
（構成員の所在地及び商号）
第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。
(所在地)
(商　号)
(所在地)
(商　号)
（代表者の名称）
第６条　当企業体は、○○会社を代表者とする。
（代表者の権限）
第７条　当企業体の代表者は、建設工事の施工に関し、当企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに請負代金（前払金及び部分払金を含む。）の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（分担工事等）
第８条　各構成員の建設工事の分担（以下「分担工事」という。）は、別に定めるところによるものとする。ただし、分担工事の一部につき発注者と契約内容の変更増減等のあったときは、それに応じて分担の変更があるものとし、出資割合については変わらないものとする。
２　前項に規定する分担工事の額については、運営委員会で定める。
（運営委員会）
第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、建設工事の完成にあたるものとする。
（構成員の責任）
第１０条　各構成員は、運営委員会が決定した工程表によりそれぞれの分担工事の進捗を図り、請負契約の履行に関し連帯して責任を負うものとする。
（取引金融機関）
第１１条　当企業体の取引金融機関は、〇〇銀行〇〇支店とし、共同企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。
（構成員の必要経費の分配）
第１２条　構成員は分担工事の施工のため、運営委員会の定めるところに予知必要な経費の分配を受けるものとする。
（共有費用の分担）
第１３条　建設工事施工中に発生した共通の経費等については、分担工事額の割合により毎月１回運営委員会に置いて各構成員の分担額を決定するものとする。
（構成員の相互間の責任の分担）
第１４条　構成員がその分担工事に関し、発注者及び第三者に与えた損害は、当該構成員がこれを負担するものとする。
２　構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては、その責任につき関係構成員が協議するものとする。
３　前２項に規定する責任について協議が整わないときは、運営委員会の決定に従うものとする。
４　前３項の規定は、いかなる意味においても第１０条に規定する当企業体の責任を免れるものではない。
（権利義務の譲渡の制限）
第１５条　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。
（工事途中における構成員の脱退に対する措置）
第１６条　構成員は、当企業体が建設工事を完成する日までは脱退することができない。
（工事途中における構成員の破産又は解散に対する措置）
第１７条　構成員のうちいずれかが工事途中において破産又は解散した場合においては、第１４条第２項及び第３項の規定を準用する。
（解散後の契約不適合責任）
第１８条　当企業体が解散した後においても、当該工事につき引き渡された工事目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないものであるときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。
（協定書に定めのない事項）
第１９条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。
○○会社（代表会社名）他１社は、上記のとおり〇〇・△△建設工事共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書３通を作成し、各通に構成員が記名押印し、１通は発注者に提出し、他は各自所持するものとする。
　　　令和　　年　　月　　日
所 在 地
商　　号
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
所 在 地
商　　号
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
（様式５－７）
運営管理業務共同企業体協定書
（目的）
第1条　当共同企業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。
(1)　沼津市の発注に係る沼津市新中間処理施設整備運営事業における「沼津市新中間処理施設運営管理業務」（当該業務内容の変更に伴う業務を含む。以下「運営管理業務」という。）の請負
(2)　前号に付帯する事業
（名称）
第２条　当共同企業体は、〇〇・△△運営管理業務共同企業体（以下｢企業体｣という。）と称する。
（事務所の所在地）
第３条　当企業体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当企業体は、令和〇〇年〇〇月〇〇日に成立し、運営管理業務の委託契約の履行後３か月を経過するまでの間は解散することができない。
２　運営管理業務を受託することができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかかわらず、当該運営管理業務に係る委託契約が締結された日に解散するものとする。
（構成員の所在地及び商号）
第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。
(所在地)
(商　号)
(所在地)
(商　号)
（代表者の名称）
第６条　当企業体は、○○会社を代表者とする。
（代表者の権限）
第７条　当企業体の代表者は、運営管理業務の履行に関し、当企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに委託料の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（構成員の出資の割合等）
第８条　各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該運営管理業務について発注者との間に契約内容の変更増減があっても、構成員の出資の割合は変わらないものとする。
○○会社　〇〇％
△△会社　〇〇％
２　金銭以外のものによる出資については、時価を参しゃくの上構成員が協議して評価するものとする。
（運営委員会）
第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに運営管理業務の履行の基本に関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他の当企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、運営管理業務の完了に当たるものとする。
（構成員の責任）
第１０条　各構成員は、運営管理業務の委託契約の履行及び下請契約その他の業務の実施に伴い当企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
（取引金融機関）
第１１条　当企業体の取引金融機関は、〇〇銀行〇〇支店とし、共同企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。
（決算）
第１２条　当企業体は、年度の業務完了の都度、当該業務について決算するものとする。
（利益金の配当の割合）
第１３条　決算の結果、利益金を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成員に利益金を配当するものとする。
（欠損金の負担の割合）
第１４条　決算の結果、欠損金を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成員が欠損金を負担するものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第１５条　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。
（業務途中における構成員の脱退に対する措置）
第１６条　構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ、業務委託期間が終了する日までの間は、脱退することができない。
２　構成員のうち業務途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存構成員が共同連帯して業務を完了する。
３　第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資の割合は、脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成員が有している出資の割合により分割し、これを第８条に規定する出資の割合に加えた割合とする。
４　脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。
５　決算の結果利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。
（構成員の除名）
第１６条の２　当企業体は、構成員のうちいずれかが、業務途中において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成員全員及び発注者の承認により当該構成員を除名することができるものとする。
２　前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。
３　第１項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項から第５項までを準用するものとする。
（業務途中における構成員の破産又は解散に対する措置）
第１７条　構成員のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合においては、第１６条第２項から第５項までの規定を準用する。
（解散後の契約不適合責任）
第１８条　当企業体が解散した後においても、当該業務につき契約不適合があったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。
（協定書に定めのない事項）
第１９条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。
○○会社（代表会社名）他１社は、上記のとおり運営管理業務共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書３通を作成し、各通に構成員が記名押印し、１通は発注者に提出し、他は各自所持するものとする。
　　　令和　　年　　月　　日
所 在 地
商　　号
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
所 在 地
商　　号
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
（様式６）
                                                       令和　　年　　月　　日
入札参加資格確認結果等に関する理由説明の要求書
 沼津市長　　賴重　秀一　様
                              　　　　入札参加者の名称
（代表企業）
住　　　　所
商号又は名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
令和６年４月８日付けで公告された「沼津市新中間処理施設整備運営事業」の入札参加資格確認結果等に関する理由説明を要求します。
説明要求事項
１　入札参加資格審査
２　技術提案書審査
（説明を要求する事項について、○を記入して下さい）
	※具体的に説明を求める事項等を記入してください。


（様式７）
                                                        令和　　年　　月　　日
入 札 辞 退 届
  沼津市長　　賴重　秀一　様
                              　　　　入札参加者の名称
（代表企業）
住　　　　所
商号又は名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
令和６年４月８日付けで公告された「沼津市新中間処理施設整備運営事業」の入札参加申込書を提出しましたが、入札を辞退します。
（様式８－１の１）
令和　　年　　月　　日
入札参加資格に関する質問書
沼津市長　賴重　秀一　様
                              　　　　入札参加者の名称
（代表企業）
住　　　　所
商号又は名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
担当者名
電話番号
ＦＡＸ番号
電子メール
沼津市新中間処理施設整備運営事業の一般競争入札参加資格確認申請手続について、次の項目を質問します。
	募集要項の資料名
	頁と項目等
	質問項目

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※　質問する事項がない場合は提出の必要はない。
※　質問書の詳細は１項目ずつ別添の様式８-１の２にて提出すること。
（様式８－１の２）
令和　　年　　月　　日
	入札参加資格に関する質問書（ 詳細 ）

	
	

	質問項目
	

	質問事項
	

	質問に対する貴社の見解
	


※　本様式は質問１項目ずつ１部提出すること。
※　質問事項に関する質問者の見解を記載すること。見解については原則非公開とするが、質問の内容を補足するために回答書に一部公開することがある。
※　質問への回答書は沼津市ホームページで公開する。
（様式８－２の１）
令和　　年　　月　　日
技術提案書等に関する質問書
沼津市長　賴重　秀一　様
                              　　　　入札参加者の名称
（代表企業）
住　　　　所
商号又は名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
担当者名
電話番号
ＦＡＸ番号
電子メール
沼津市新中間処理施設整備運営事業の一般競争入札参加資格確認申請手続について、次の項目を質問します。
	募集要項の資料名
	頁と項目等
	質疑項目

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※　質問する事項がない場合は提出の必要はない。
※　質問書の詳細は１項目ずつ別添の様式８－２の２にて提出すること。
（様式８－２の２）
令和　　年　　月　　日
	技術提案書等に関する質問書（ 詳細 ）

	
	

	質問項目
	

	質問事項
	

	質問に対する貴社の見解
	


※　本様式は質問１項目ずつ１部提出すること。
※　質問事項に関する質問者の見解を記載すること。見解については原則非公開とするが、質問の内容を補足するために回答書に一部公開することがある。
※　質問への回答書は沼津市ホームページで公開する。
（様式９－１）

	施設全体配置計画、ゾーニング計画及び敷地動線計画に関する提案

	（記入上の留意点）
1. 施設全体配置計画、ゾーニング計画及び敷地動線計画について簡潔にまとめて記載し、必要に応じて以下の書類を添付すること。
① 施設全体配置計画
② ゾーニング計画
③ 敷地動線計画
2. 基礎審査項目への適合状況について確認することを目的としており、入札参加者の提案や意見に対する助言及び評価は行わない。
3. 対面対話において、当日回答可能な項目は口頭で回答を行うが、正式な回答は、後日、技術提案書等に関する質問書（様式８－２）に対する回答と併せて、全ての入札参加者へ情報提供を行う。
4. 対面対話を踏まえ、要求水準書等の改訂が生じた場合、当該改訂内容について技術提案書等に関する質問書（様式８－２）に対する回答と併せて、全ての入札参加者へ情報提供を行う。
5. 対面対話の内容のうち、入札参加者固有のノウハウ、アイデア等に基づく部分については、前3.及び4.の情報提供には含めず、必要に応じて、入札参加者へ個別の回答を行う。



（様式９－２）

	煙突排ガス条件及び物質収支

	（記入上の留意点）
1. 提案する煙突排ガス条件について、低質ごみ、基準ごみ、高質ごみ、季節の各ケースについて記入すること。
2. 各ケースに対応した焼却炉物質収支を添付すること。
3. 上記物質収支については、原則として1炉あたり4.375ｔ/ｈの焼却処理を行う際の条件で作成すること。
4. 以上の資料のほか、リサイクル施設物質収支のうち「破砕・選別処理系列」を添付すること。
5. 基礎審査項目への適合状況について確認することを目的としており、入札参加者の提案や意見に対する助言及び評価は行わない。
6. 対面対話において、当日回答可能な項目は口頭で回答を行うが、正式な回答は、後日、技術提案書等に関する質問書（様式８－２）に対する回答と併せて、全ての入札参加者へ情報提供を行う。
7. 対面対話を踏まえ、要求水準書等の改訂が生じた場合、当該改訂内容について技術提案書等に関する質問書（様式８－２）に対する回答と併せて、全ての入札参加者へ情報提供を行う。
8. 対面対話の内容のうち、入札参加者固有のノウハウ、アイデア等に基づく部分については、前6項及び7項の情報提供には含めず、必要に応じて、入札参加者へ個別の回答を行う。



（様式９－３）
	基本フローシート

	（記入上の留意点）
1. 基本フローシートとして、技術提案書作成要領に示す「2-6.（2）④ 計装フローシート」のうち「ア.ごみ、空気、排ガス、灰等」及び「ウ.排水（生活排水、ごみピット汚水、プラント排水）」に相当するフローシートを添付すること。なお、詳細な計装信号の記載が無くとも可とするが、入札参加者が技術提案書で提案を予定するフローシートと極力齟齬が無いようにすること。
2. 基礎審査項目への適合状況について確認することを目的としており、入札参加者の提案や意見に対する助言及び評価は行わない。
3. 対面対話において、当日回答可能な項目は口頭で回答を行うが、正式な回答は、後日、技術提案書等に関する質問書（様式８－２）に対する回答と併せて、全ての入札参加者へ情報提供を行う。
4. 対面対話を踏まえ、要求水準書等の改訂が生じた場合、当該改訂内容について技術提案書等に関する質問書（様式８－２）に対する回答と併せて、全ての入札参加者へ情報提供を行う。
5. 対面対話の内容のうち、入札参加者固有のノウハウ、アイデア等に基づく部分については、前3項及び4項の情報提供には含めず、必要に応じて、入札参加者へ個別の回答を行う。



（様式９－４）

	貯留設備計画容量

	（記入上の留意点）
1. 下表のフォーマットに基づいて貯留設備計画について提示すること。
2. 基礎審査項目への適合状況について確認することを目的としており、入札参加者の提案や意見に対する助言及び評価は行わない。
3. 対面対話において、当日回答可能な項目は口頭で回答を行うが、正式な回答は、後日、技術提案書等に関する質問書（様式８－２）に対する回答と併せて、全ての入札参加者へ情報提供を行う。
4. 対面対話を踏まえ、要求水準書等の改訂が生じた場合、当該改訂内容について技術提案書等に関する質問書（様式８－２）に対する回答と併せて、全ての入札参加者へ情報提供を行う。
5. 対面対話の内容のうち、入札参加者固有のノウハウ、アイデア等に基づく部分については、前3項及び4項の情報提供には含めず、必要に応じて、入札参加者へ個別の回答を行う。
表　　　
焼却粗大ごみ用
受入貯留ヤード
㎡
ヤード面積
日
必要容量の日数
㎥
有効貯留容量（容積）
t
有効貯留容量（重量）
せともの・ガラス類用
受入貯留ヤード
㎡
ヤード面積
日
必要容量の日数
㎥
有効貯留容量（容積）
t
有効貯留容量（重量）
家電製品用
受入貯留ヤード
㎡
ヤード面積
日
必要容量の日数
㎥
有効貯留容量（容積）
t
有効貯留容量（重量）
金属類用
受入貯留ヤード
㎡
ヤード面積
日
必要容量の日数
㎥
有効貯留容量（容積）
t
有効貯留容量（重量）
その他プラスチック資源ごみ用
受入貯留ヤード
㎡
ヤード面積
日
必要容量の日数
㎥
有効貯留容量（容積）
t
有効貯留容量（重量）
缶用
受入貯留ヤード
㎡
ヤード面積
日
必要容量の日数
㎥
有効貯留容量（容積）
t
有効貯留容量（重量）
ビン用
受入貯留ヤード
㎡
ヤード面積
日
必要容量の日数
㎥
有効貯留容量（容積）
t
有効貯留容量（重量）
ペットボトル用
受入貯留ヤード
㎡
ヤード面積
日
必要容量の日数
㎥
有効貯留容量（容積）
t
有効貯留容量（重量）
危険ごみ用
受入貯留ヤード
㎡
ヤード面積
日
必要容量の日数
㎥
有効貯留容量（容積）
t
有効貯留容量（重量）
自己搬入用
ヤード
㎡
ヤード面積
鉄類用
（破砕選別処理系列）
ストックヤード
㎡
ヤード面積
㎥
有効貯留容量（容積）
t
有効貯留容量（重量）
アルミ類用
（破砕選別処理系列）
ストックヤード
㎡
ヤード面積
㎥
有効貯留容量（容積）
t
有効貯留容量（重量）
不燃物用
（破砕選別処理系列）
貯留ホッパ
㎥
有効貯留容量（容積）
t
有効貯留容量（重量）
不燃物用
（破砕選別処理系列）
ストックヤード
㎡
ヤード面積
袋
フレコンパック保管可能数
㎥
有効貯留容量（容積）
t
有効貯留容量（重量）
スチール缶プレス用
（缶処理系列）
ストックヤード
㎡
ヤード面積
㎥
有効貯留容量（容積）
t
有効貯留容量（重量）
アルミ缶プレス用
（缶処理系列）
ストックヤード
㎡
ヤード面積
㎥
有効貯留容量（容積）
t
有効貯留容量（重量）
ビンカレット（無色）用
（ビン処理系列）
ストックヤード
㎡
ヤード面積
㎥
有効貯留容量（容積）
t
有効貯留容量（重量）
ビンカレット（茶色）用
（ビン処理系列）
ストックヤード
㎡
ヤード面積
㎥
有効貯留容量（容積）
t
有効貯留容量（重量）
ビンカレット（その他色）用
（ビン処理系列）
ストックヤード
㎡
ヤード面積
㎥
有効貯留容量（容積）
t
有効貯留容量（重量）
ペットボトル用
（ペットボトル処理系列）
ストックヤード
㎡
ヤード面積
㎥
有効貯留容量（容積）
t
有効貯留容量（重量）
蛍光管用
（危険ごみ処理系列）
ストックヤード
㎡
ヤード面積
個
ドラム缶保管可能数
乾電池用
（危険ごみ処理系列）
ストックヤード
㎡
ヤード面積
袋
フレコンパック保管可能数
その他危険ごみ用
（危険ごみ処理系列）
ストックヤード
㎡
ヤード面積
袋
フレコンパック保管可能数
紙パック用
ストックヤード
㎡
ヤード面積
袋
空缶用回収袋の保管可能数
古紙類用
ストックヤード
㎡
ヤード面積
古布用
ストックヤード
㎡
ヤード面積
処理不適物
ストックヤード
㎡
ヤード面積
㎡
（必要に応じて追加）



（様式９－５）
	要求水準書とは異なる独自提案記入表

	（記入上の留意点）
1. 入札参加者が提出する技術提案書において、要求水準書にて規定する設備の仕様等とは異なる提案をする場合に当該仕様について本様式に取りまとめること。
2. 変更した項目、変更した理由、変更することによるメリット（要求水準を上回る提案であることの根拠）等を記載すること。



（様式９－６）
令和　　年　　月　　日
	要求水準書等に関する意見等の内容

	
	

	意見等の項目
	

	意見等の内容
	

	意見等に対する貴社の見解、意図等
	


※　意見等は１項目ずつ別紙とすること。
※　意見等に関する見解を記載すること。
※　対面対話において、当日回答可能な項目は口頭で回答を行うが、正式な回答は、後日、技術提案書等に関する質問書（様式８の２）に対する回答と併せて、全ての入札参加者へ情報提供を行う。
※　対面対話を踏まえ、要求水準書等の改訂が生じた場合、当該改訂内容について技術提案書等に関する質問書（様式８の２）に対する回答と併せて、全ての入札参加者へ情報提供を行う。
※　対面対話の内容のうち、入札参加者固有のノウハウ、アイデア等に基づく部分については、上記の情報提供には含めず、必要に応じて、入札参加者へ個別の回答を行う。
（様式10）

入　札　書
　１　事　業　名　　　沼津市新中間処理施設整備運営事業
　２　事 業 場 所　　　沼津市山ケ下町2404-3　他
　　　
上記の事業を、募集要項の各項目を承諾のうえ、下記の金額で入札します。
	入札金額
	千億
	百億
	拾億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　内訳
　（１）沼津市新中間処理施設建設工事
	入札内訳金額
	千億
	百億
	拾億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（２）沼津市新中間処理施設運営管理業務
	入札内訳金額
	千億
	百億
	拾億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


令和　　年　　月　　日
沼津市長　 賴重　秀一　様
                              　　　　入札参加者の名称
（代表企業）
住　　　　所
商号又は名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
注１： 入札金額は、「様式11　入札内訳書」の金額と相違がないこと。
　注２： 金額の数字にはアラビア数字を用い、先頭に「\」を記入すること。
（様式12）
令和　　年　　月　　日
要求水準に関する誓約書
沼津市長　賴重　秀一　様
                              　　　　入札参加者の名称
（代表企業）
住　　　　所
商号又は名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
令和６年４月８日付で公告された「沼津市新中間処理施設整備運営事業」の入札に対する本入札提出書類の一式は、募集要項に規定された要求水準書と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。
（様式19）
令和　　年　　月　　日
確認事項回答書の履行に関する誓約書
沼津市長　　賴重　秀一 　様
                              　　　　入札参加者の名称
（代表企業）
住　　　　所
商号又は名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
　令和６年４月８日付けで公表された「沼津市新中間処理施設整備運営事業」の入札に対する本入札書類の一式は、募集要項に規定された要求水準書と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。また、確認依頼事項にて確認された誤記や違算等については、契約後、確認事項回答書の内容を確実に履行することを誓約します。
（様式20）

委　　任　　状
（開札の立会いに関する委任状）
　下記事業につき代理人氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　を代理人と定め開札の立会いに関する一切の権限を委任いたします。
　　１　事　業　名　　沼津市新中間処理施設整備運営事業 
　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　沼津市長　　頼重　秀一　様
                              　　　　入札参加者の名称
（代表企業）
住　　　　所
商号又は名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
